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要因分析

【必須】

　実績値は５年毎の国の調査（住宅・土地統計調査）に基づくものであり、令和５年度調査での実績値は令和７年

度に判明する予定である。

改善の方向性

【必須】

　地震による人的被害を軽減するためには、特に、昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震化を進

めることが重要であり、今後も引き続き、旧耐震基準の木造住宅の耐震化に係る費用の補助をはじめ、地域での出

前講座、SNS 等の活用、イベント等で県民への啓発活動を積極的に行うなど、住宅の耐震化を促進するための取組

みを継続して実施していく。
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　【基準値】16,032人（平成25年）【目標値】2,439人

担当部局 土木部


